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ＫＰＩ
目標値

（達成時期）

ＫＰＩの進捗

実績値
（時点）

区分 次回の把握時期と今後の方針

第
一
階
層

地方創生推進交付金対象事業
について自治体において設定
するＫＰＩ

全事業 全事業 A
各事業実施主体が設定したＫＰＩの

達成状況を把握、モニタリング

地方創生推進交付金の交付対
象とする個別事業（先駆的・優
良事例）の数

2020年度までの累計
数について、予算の執
行状況を勘案しつつ検

討

334件
（2017年度）

A
各事業実施主体の個別事業から先
駆的な取組の検証を引き続き実施。

第
２
階
層

地方創生推進交付金の対象事
業全体の効果（経済・財政効果
等）

効果等の把握と併わ
せ、検討

「地方創生加速化交付
金」の効果検証を委託
調査により実施中。今
後「平成28年度地方創
生推進交付金」につい
ても実施予定。

N
「地方創生加速化交付金」「平成28
年度地方創生推進交付金」につい
ては今年度中に取りまとめ予定。

「まち・ひと・しごと創生総合戦
略」に示された各種ＫＰＩ

ＫＰＩ毎に設定
（2020年度末）

「まち・ひと・しごと創生
総合戦略（改訂版）」に
記載

N

引き続きPDCAメカニズムの下、「ま
ち・ひと・しごと創生総合戦略」に基
づき、KPIの達成に向けて施策の推
進を図る。

重要課題：地方交付税をはじめとした地方の財政に係る制度の改革

改革項目：⑤地方創生の取組支援のための新型交付金（地方創生推進交付金）の創設・活用等

改革工程
改革工程の進捗

計画期間中の進捗 今後の進展について

国は、自治体の取組のうち、先導性が
高いものを、地方創生推進交付金の
対象として採択
→ 自治体は地方創生推進交付金を
活用して推進

地方創生推進交付金により、地方公共団体が複数年
度にわたり取り組む先導的な事業を安定的・継続的に
支援。平成29年度の募集に際しては、平成29年3月23
日締切で第1回募集を行い、514億円を交付決定。8月
31日締切で第2回募集を行い、10月13日採択、11月上
旬交付決定予定。 （順調）

引き続き地方公共団体が複数年に
わたり自主的・主体的に実施する地
方創生の深化に向けた取組を安定
的・継続的に支援を行う。

ＫＰＩの実績見込みに基づき、自治体が
効果検証
→次年度以降の事業の内容に反映

各自治体は、事業年度毎にKPIの達成状況について、
外部有識者や議会の関与等も含め効果検証を行い、
その結果を公表、国への報告をおこなうとともに、次年
度以降の事業内容に反映する。（順調）

引き続き、各自治体において検証を
実施。

2017年度以降の地方創生推進交付金
の採択に当たっては、KPIの実績見込
みや効果検証結果を反映

地方創生推進交付金で採択した事業については、KPI
の設定を要件としており、申請書類等から把握。採択
事業のKPIについては、翌年度以降の申請にあたり、
ＫＰＩの実績見込みや効果検証結果に基づくPDCAが
実施されているかどうかを含め、審査結果に反映。
（順調）

引き続き同様の取組を実施。

交付金を活用して地域間連携を促すと
ともに、先駆的事例の全国展開を推進

先駆的事例については、交付金の採択にあたり、採択
事業の中から特に特徴的な事例をまとめた資料をHP
において公表（平成29年度も実施予定）。また、交付金
の申請前に実施する個別相談会や事前相談の際に、
地方公共団体の提案内容に類似した先駆的事例を紹
介し、その内容に基づいた事業スキームの改善のた
めのアドバイスを個別に実施し、先駆的事例の全国展
開を推進する。 （順調）

引き続き同様の取組を実施。

「地方創生加速化交付金」及び「地方
創生推進交付金」の効果検証を実施

「地方創生加速化交付金」の効果検証を委託調査によ
り実施中。今後「平成28年度地方創生推進交付金」に
ついても実施予定。 （順調）

今年度中に取りまとめ予定。

交付金事業全体の効果把握手法等の
検討、結果の取りまとめ

上記調査の中で交付金事業全体の効果把握手法等
についても検討中。 （順調）

上記調査の中で取りまとめ予定。

ＫＰＩの状況

改革工程の進捗状況
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ＫＰＩ
目標値

（達成時期）

ＫＰＩの進捗

実績値
（時点）

区分 次回の把握時期と今後の方針

第
一
階
層

地域運営組織の形成数
2020年までに3,000団

体
3071団体

（2016年度）
A

KPIの見直しについて検討し、引き
続き、ＫＰＩの達成状況を把握、モニ
タリング。

第
２
階
層

地方創生推進交付金の対象事
業全体の効果（経済・財政効果
等）【再掲】

効果等の把握と併わ
せ、検討

「地方創生加速化交付
金」の効果検証を委託
調査により実施中。今
後「平成28年度地方創
生推進交付金」につい
ても実施予定。

N
「地方創生加速化交付金」「平成28
年度地方創生推進交付金」につい
ては今年度中に取りまとめ予定。

「まち・ひと・しごと創生総合戦
略」に示された各種ＫＰＩ【再掲】

ＫＰＩ毎に設定
（2020年度末）

「まち・ひと・しごと創生
総合戦略（改訂版）」に
記載

N

引き続きPDCAメカニズムの下、「ま
ち・ひと・しごと創生総合戦略」に基
づき、KPIの達成に向けて施策の推
進を図る。

重要課題：地方交付税をはじめとした地方の財政に係る制度の改革

改革項目：⑤地方創生の取組支援のための新型交付金（地方創生推進交付金）の創設・活用等

改革工程
改革工程の進捗

計画期間中の進捗 今後の進展について

地方公共団体や地域運営組織と連携
した情報交流や優良事例の横展開

地域運営組織形成支援のための全国フォーラム（29
年3月に東京で実施）や都道府県別の説明会・意見交
換会（29年4月～9月までに４箇所で実施）を実施。
情報発信のためのポータルサイトを29年5月に開設し、
優良事例集や関係府省の支援制度等を取りまとめて
ホームページで公表。 （順調）

引き続き、説明会や研修会等を実
施する予定
ポータルサイトにおいて、優良事例
等の紹介を行う予定

「地域の課題解決に向けた地域運営
組織に関する有識者会議」最終報告を
踏まえ、地縁型組織の法人化の促進
に向けた検討

法人化促進のためのガイドブック等の作成に向けた調
査を実施。
総務省において「地域自治組織のあり方に関する研究
会」を開催し、7月に報告書を取りまとめ。 （順調）

法人化促進のためのガイドブック等
を29年末までに作成し公表予定
地縁型組織の法人化の促進に向け
今後議論を深化

引き続き、地方創生推進交付金等も活
用して支援するとともに、地方交付税
措置により重点課題として支援

必要な経費について、地方創生推進交付金等による
支援を行うとともに、「重点課題対応分」として地方財
政計画に計上し、地方交付税措置を講じている。 （順
調）

引き続き、必要な財政的支援を実
施

上記の施策について、各自治体による
前年度の取組の成果を把握、「見える
化」し、翌年度以降の施策の在り方に
ついて検討

全国の自治体に対して取組状況を調査し、全国の取
組状況をホームページで公表。（順調）

引き続き、各自治体の取組状況を
把握し、ホームページで公表

ＫＰＩの状況

改革工程の進捗状況
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